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論文内容の要旨 

 

本論文は、大学の技術移転機関（Technology Licensing Organization: TLO）の技術移転パフ

ォーマンスを高める組織メカニズムについて、組織レベル（経営資源）と組織メンバーレ

ベル（マネジメントチームの属性）の 2 つの視点から検討したものである。大学の研究成

果を実用化する過程では、TLO が重要な役割を果たす。しかし、TLO のマネジメントにつ

いての研究はまだ少なく、TLO の技術移転パフォーマンスを高める組織メカニズムは、未

だ明らかになっていない。坂井氏の論文は、この研究ギャップを埋めることを試みている。 

 本論文は 6 つの章から構成されている。 

 第 1 章「はじめに」では、上記の問題意識と研究の目的が簡潔に説明されている。第 2

章では、先行研究をシステムレベル、組織レベル、個人レベルの観点から整理したうえで

その成果と課題を明らかにし、本研究のリサーチクエスチョンと分析枠組みを提示してい

る。第 3 章では、TLO の経営資源要因と技術移転パフォーマンスに焦点を当て、資源依存

理論および資源ベース理論の視点から、大規模研究大学と地方大学という 2 大学を対象に、

大学・研究者・TLO の属性と技術移転パフォーマンスとの関係性について比較分析を行っ

ている。第 4 章では、TLO 経営チームの職務経験と技術移転パフォーマンスに焦点を当て、

エージェンシー理論の枠組みに基づいて、大学・企業・TLO における職務経験の違いが技

術移転パフォーマンスに与える影響を検討している。第 5 章では、第 3 章、第 4 章の分析

結果をもとに、大学の研究成果の商業化によるイノベーション創出の促進に向けて、日本

における TLO 経営の在り方や戦略的方向性について理論的・実務的な観点から考察して

いる。最後に、第 6 章では、本研究の結論および学術的・実務的貢献を整理し、技術移転

パフォーマンスの向上に資する外部型 TLO 経営への提言を提示している。 

  



論文審査の結果の要旨

本論文の貢献としてもっとも重要なのは、日本の TLO の詳細データをもとに、TLO 経営チ

ームの職務経験と技術移転パフォーマンスの関係を実証的に明らかにしたことである。本

論文は、TLO 経営チームに大学のみの職務経験者が存在することが、技術移転パフォーマ

ンスに影響を与えることを示したが、その理由を、エージェンシーコストの視点で解釈し

ている。すなわち、TLO の技術移転パフォーマンスを向上させるためには、マーケティン

グ能力やビジネス能力のみならず、大学上層部・大学知的財産本部との調整や組織間のコ

ンフリクトを解消する役割が重要であるというのである。これらのことを踏まえ、審査で

は、本論文は TLO の技術移転パフォーマンスを説明する理論を発展させたと評価された。 

また、本論文は、外部型 TLO の人材育成と流動化を促進する施策や、日本の大学の技術

移転の在り方を再検討すべきという 2 つの政策的提言も提出している。審査においては、

これら実践的な貢献についても評価された。

本論文に課題がないわけではない。審査においては、ナショナルイノベーションシステム

に関する議論との接続が不十分であること、データセットについて精緻化の余地があるこ

と、統計的な分析について精緻化する余地があることが指摘された。しかし、審査におい

ては、これらは今後の研究の発展を示唆する課題にすぎず、本論文の学術的な貢献を損な

うものではないと判断された。 

 以上の理由から、審査委員は、本論文の著者が、博士（経営学）の学位を授与される

に十分な資質を持つものと判断する。
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